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第１章 

 

外国人を取り巻く動向 
 

本章では、外国人を取り巻く現状について紹介する。なお、主に１年目調査報告書を発行し

た2018年３月以降について記載する。 

  

＜a. 多摩・島しょ地域自治体アンケート＞

項目 調査概要

調査対象 多摩・島しょ地域39市町村を対象とした悉皆調査

調査方法 電子メールによる調査票の配付・回収

調査実施期間 2018年６月18日～７月５日 

調査項目

「調査票Ａ」：企画担当部署 

多文化共生の取組に関する現状 

 「調査票Ｂ」：防災担当部署 

防災分野での外国人に関する現状 

 「調査票Ｃ」：高齢者福祉担当部署 

高齢者福祉分野での外国人に関する現状 

 「調査票Ｄ」：子育て支援担当部署 

子育て支援分野での外国人に関する現状 

 「調査票Ｅ」：留学生支援担当部署 

留学生支援分野での外国人に関する現状 

回収状況 39市町村（回収率100％） 

＜b.インタビュー＞

分類 対象 実施日

自治体等
 東京都 生活文化局 都民生活部 地域活動推進課

国際交流担当

 東京都国際交流委員会

2018年６月７日 

有識者
国立大学法人 東京外国語大学・大学院

国際日本学研究院教授・副学長・附属図書館長

伊東 祐郎 氏

2018年６月29日 

有識者 首都大学東京 都市環境学部・都市政策科学科 

助教 大槻 茂実 氏 
2018年11月27日 

＜c.事例視察＞

回 対象 実施日

第１回 東京ジャーミイ・トルコ文化センター 2018年10月４日 

第２回 日71月01年8102学大馬群人法学大立国

＜d.ＷＧ＞

回 主な内容 実施日

第１回
有識者講演、グループワーク（外国人の活躍を期待する場

面、活躍を促すための課題等） 
2018年６月15日 

第２回
情報提供、グループワーク（外国人の活躍を促す接点づくり

の具体策等） 
2018年８月23日 

第３回
情報提供、グループワーク（地域の特性に応じた外国人の

活躍を促す接点づくりの具体化等） 
2019年１月７日 
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第１節 日本全体の動向 

1. 日本を取り巻く状況 
１年目調査研究以降も、全国的に外国人人口、外国人労働者数及び訪日外国人数は継続して増加

している。そのなかでも外国人労働者数は、届出が義務化されて以降、過去最多を更新2した。 

こうした傾向は東京都及び多摩・島しょ地域においても同様であり、東京2020大会を控え、今後

も増加が見込まれている。まず世界から見た日本の姿を概観するため、2018年に諸外国で発表され

た日本に対する評価を２つの視点から記載する。 

 

 人口減少の悪影響を緩和する対策としての外国人の労働参加促進の重要性3 

IMF（国際通貨基金）は日本経済に関する年次審査報告書を発表した。この報告書では日本経

済に関して、人口減少により、現状の政策のままでは今後40年で実質国内総生産（GDP）が

25％以上減少するとの分析結果であった。この人口減少の悪影響を緩和する対策として、「女

性や高齢者、外国人の労働参加を増やすこと」が挙げられている。 

 アジアにおける日本の優位性の低下 

スイスに所在するIMD（国際経営開発研究所）は、1989年から「世界競争力年鑑」を発行して

いる。2018年に発表された結果では、日本の競争力の総合順位は25位（63カ国・地域中）に

止まっている。アジア・太平洋地域でみても日本は８位（14カ国・地域中）であり、シンガ

ポール・中国より下位となっている。（図表 7） 

図表 7 主要国の競争力総合順位の変遷 

 
＜出典＞三菱総合研究所WEBサイト 

（https://www.mri.co.jp/opinion/column/trend/trend_20180802.html、2018年12月7日確認） 

 

これらの調査結果から、世界経済における日本の優位性は低下していることや、人口減少の悪影

響を緩和する対策として外国人の労働参加を促進するためには、これまで以上に魅力のある就労

や生活の環境を整備することが重要であることがわかる。  

                                                  
 
2 厚生労働省「外国人雇用状況」の届出状況まとめ（2017年10月末現在）

（https://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/0000192073.html、2019年１月28日確認） 
3 産経新聞、2018年11月29日（https://www.sankei.com/economy/news/181129/ecn1811290009-n1.html） 

第１節　日本全体の動向

19

第
１
章

第１章　外国人を取り巻く動向



 

20 
 

2. 政府の取組 
本項では、政府による外国人施策について、外国人材（高度外国人材を含む）の受入れを中心に

記載する。 

 

（１）外国人材の受入れ促進に向けた政策に関する動向 

2018年に、政府はこれまでの「外国人の単純就労は認めない」とする方針を転換し、労働者とし

て外国人を受け入れる新たな閣議決定を行った。その上で、出入国管理・難民認定法（以下「入管

法」という。）を改正して外国人が就労できる在留資格を新設するととともに、多言語での生活相

談や日本語教育の推進にこれまでにない予算をつけ、「総合的対応策」として年末にとりまとめる

など、外国人受入れに関する政策が大きく変化した。改正入管法は2019年４月より施行となり、総

合的対応策で示された施策も2019年度から実施される予定である。 

 

 改正入管法のポイント 

 新たな在留資格「特定技能」を２段階（特定１号、特定２号）で設ける。 

 従来認めてこなかった単純労働が可能となる。 

 法務省入国管理局を改組し、「出入国在留管理庁（入管庁）」を新たに設置する。業務としては、日本に

暮らしている外国人の「生活支援」も加え、具体的な施策について関係省庁の取りまとめや自治体との

調整役を担う。 
 

図表 8 改正入管法の制度概要4 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜出典＞日本経済新聞、2018年12月９日（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO3870572008122018000000/） 

  

                                                  
 
4 図表中「14業種」には、記載業種のほかに、ビルクリーニング、素形材産業、自動車整備、漁業等が含まれる。 
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 改正に向けた自治体の動き 

2018年11月、外国人集住都市会議5は多文化共生推進を求める意見書を国に提出した。意見書

では、外国人を地域住民として受け入れる自治体の立場から、外国人に対する生活面での支

援や暮らしやすい地域社会づくりにおいて、各種制度の設計や見直し、自治体への支援等を

求めた。また新たな在留資格では転職が可能となるため、地方の人材不足に配慮し、大都市

圏への集中を避けるよう、地方の自治体の首長らが国への要望を行った。 

 自治体への影響 

政府は「基本方針」及び「分野別運用方針」、「総合的対応策」を2018年12月28日付で閣議

決定した。これらで示された施策方針及びその取組内容は、国だけでなく自治体が実施主体

となり、財政的負担が必要となる取組もある。例えば、法務省が主体となり全国100カ所に設

置するとした「多文化共生総合相談ワンストップセンター」は、最大で1,000万円の運営費を

半額補助する制度だが、設置を求められた都道府県及び政令市からの要望で、半額分は総務

省が地方交付税で措置することとした。このほか、法務省が補助しない100カ所以外の自治

体でも総務省が必要な財政措置を行う方針を示すなど、2019年１月に入ってからさまざまな

動きがある。政府が財政措置を講じたとしても、施策の実施に必要となる多言語人材や日本

語教師などは一朝一夕に確保できるものではなく、今後５～10年という長期的スパンで段階

的に展開されていくものがほとんどである。自治体としても、長期的・段階的に財源や人材

の確保に注力する必要があるものと認識し、今後の動向を注視する必要がある。 

 閣議決定のポイント 

① 基本方針 

 「中・小規模事業者をはじめとした深刻化する人手不足に対応するため、生産性向上や国内人材の確保

のための取組を行ってもなお人材を確保することが困難な状況にある産業上の分野において、一定の

専門性・技能を有し即戦力となる外国人を受け入れていく仕組みを構築すること」を意義として、制度

運用における基本的な方針について記載されている。 

 従来就労分野が制限されていた外国人が、在留資格の変更に伴い、就労先を選択できることとなる。そ

のため、高い賃金等を求めて、これまで地方で就労していた外国人が大都市圏に集中する懸念が生じ

る。国は、この大都市への集中を避けるために必要な措置を講じる努力義務が課せられた。 

 分野別運用方針に記載する受入れ見込み数は、なし崩し的な流用を避けるため、大きな経済情勢の変化

がない限り、上限として運用する。 

 雇用は原則直接雇用となり、企業には最低賃金の保証が義務付けられる。季節で仕事量に差のある農

業・漁業分野等、特段の事情がある場合は例外的に派遣を認めるが、その場合は分野別運用方針に明記

する。 

② 分野別運用方針 

 建設や介護等、14の特定産業分野6において、人手不足状況や人材基準、その他重要事項を記載してい

る。 

 受入れ数の試算は、５年間で最大34万5,150人である。 

 産業分野ごとの技能試験と、共通の日本語能力判定テスト（仮称）を新設する。 

③ 総合的対応策 

 外国人材の適性・円滑な受入れの促進に向けた取組とともに、外国人との共生社会の実現に向けた環境

                                                  
 
5 外国人集住都市会議とは、南米日系人等の外国人住民が多い基礎自治体及び国際交流協会等で構成されている。外

国人住民に係わる施策や活動状況に関する情報交換を行い、地域で顕在化しつつある様々な問題の解決に積極的に

取り組んでいくことを目的としている。 
6 「特定技能1号」は14分野、「特定技能2号」についてはこのうち建設と造船・舶用工業の2分野のみとなった。 
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＜出典＞日本経済新聞、2018年12月９日（https://www.nikkei.com/article/DGXMZO3870572008122018000000/） 

  

                                                  
 
4 図表中「14業種」には、記載業種のほかに、ビルクリーニング、素形材産業、自動車整備、漁業等が含まれる。 
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整備を推進することを目的に、126の施策が記載されている。 

 自治体に関連する対応策として、主に以下が挙げられる。 

 多文化共生総合相談ワンストップセンター（仮称） 

行政・生活全般の情報提供・相談を多言語で行う一元的窓口で、都道府県や政令指

定都市等全国100か所の設置を目標としている。本設置にかかる費用については、設

置先の自治体が負担することとなるが、国による補助が行われる見通しである。 
 多文化共生アドバイザー 

自治体間で知見・ノウハウを共有するための仕組みである。外国人が多く集住して

いるなど、外国人対応の経験が豊富な自治体及び自治体職員を、総務省が「多文化

共生アドバイザー」として認定し、WEB上で公表する。アドバイザーへの相談を希

望する自治体は、多文化共生アドバイザーである自治体に連絡することで、電話や

訪問等により、アドバイスを受けることができる。なお、アドバイスに係る費用は

多文化共生アドバイザーである自治体が負担することとなる見通しであるが、地方

交付税で財政措置することとなった。 
 在留担当支援官（仮称） 

地方自治体からの陳情や相談の窓口として、法務省入国管理局の８地方局と３支局

に計13人を配置し、管内の自治体の取組状況の把握や効果的な事例の共有等を行う。 

 総額224億円が2018年度補正（２号）予算及び2019年度予算として計上された。 

 

図表 9 外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策案（概要） 

  
＜出典＞法務省「外国人材の受入れ・共生の関する関係閣僚会議」資料

（http://www.moj.go.jp/hisho/seisakuhyouka/hisho04_00066.html、2019年１月31日確認） 

 
 
  

外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策（概要）
我が国に在留する外国人は近年増加(264万人)､我が国で働く外国人も急増(128万人)､新たな在留資格を創設(平成31年4月施行)

⇒ 外国人材の適正・円滑な受入れの促進に向けた取組とともに、外国人との共生社会の実現に向けた環境整備を推進する。今後も対応策の充実を図る。

(1) 在留資格手続の円滑化・迅速化
○ 受入企業等による在留資格手続のオンライン申請の開始【12億円】
○ 在留カード番号等を活用した申請手続の更なる負担軽減、標準処理期間(２週間～１か月）の励行

(2) 在留管理基盤の強化
○ 法務省・厚生労働省の情報共有の更なる推進による外国人の在留状況・雇用状況の正確な把握
○ 業種別・職種別・在留資格別等の就労状況を正確に把握する仕組みの構築、公的統計の充実・活用
○ 出入国在留管理庁の創設に伴う出入国及び在留管理体制の強化【18億円】

(3) 不法滞在者等への対策強化
○ 警察庁、法務省、外務省等の関係機関の連携強化による不法滞在者等の排除の徹底【5億円】
○ 技能実習に係る失踪者情報等の収集・分析、これを踏まえた調査の徹底、実習実施者等に対する計画

認定取消し等の運用の厳格化、平成29年における技能実習に係る失踪者等の悉皆調査・対応

(1) 悪質な仲介事業者等の排除
○ 二国間の政府間文書の作成（９か国）とこれに基づく情報共有の実施
○ 外務省（在外公館）、警察庁、法務省、厚生労働省、外国人技能実習機構等の関係機関の連携強化

による悪質な仲介事業者（ブローカー）等の排除の徹底と入国審査基準の厳格化
○ 悪質な仲介事業者等の把握に向けた在留諸申請における記載内容の充実

(2) 海外における日本語教育基盤の充実等
○ 日本での生活･就労に必要な日本語能力を確認する能力判定テストをCBT（Computer 

Based Testing）により厳正に実施（９か国）
○ 国際交流基金等による海外における日本語教育基盤強化(現地教師育成､現地機関活動支援)
○ 在外公館等による情報発信の充実

(1) 国民及び外国人の声を聴く仕組みづくり
○ 「『国民の声』を聴く会議」において、国民及び外国人双方から意見を継続的に聴取

(2) 啓発活動等の実施
○ 全ての人が互いの人権を大切にし支え合う共生社会の実現のため、「心のバリアフリー」の取組を推進

外国人材の適正・円滑な受入れの促進に向けた取組

外国人との共生社会の実現に向けた意見聴取･啓発活動等

新たな在留管理体制の構築

(4) 外国人児童生徒の教育等の充実
○ 日本語指導に必要な教員定数の義務標準法の規定に基づく着実な改善と支援員等の配置への支援
○ 地方公共団体が行う外国人児童生徒等への支援体制整備（ICT活用、多様な主体との連携）
○ 教員等の資質能力の向上（研修指導者の養成、地方公共団体が実施する研修への指導者派遣等による

全国的な研修実施の促進）
○ 地域企業やNPO等と連携した高校生等のキャリア教育支援、就学機会の確保【１億円】

(5) 留学生の就職等の支援
○ 大卒者・クールジャパン分野等の専修学校修了者の就職促進のための在留資格の整備等
○ 中小企業等に就職する際の在留資格変更手続の簡素化
○ 文部科学省による大学等の就職促進のプログラムの認定等【６億円】
○ 留学生の就職率の公表の要請、就職支援の取組状況や就職状況に応じた教育機関に対する奨学金の

優先配分、介護人材確保のための留学・日本語学習支援の充実【14億円】
○ 業務に必要な日本語能力レベルの企業ごとの違いなどを踏まえた多様な採用プロセスの推進
○ 産官学連携による採用後の多様な人材育成・待遇などのベストプラクティスの構築・横展開

(6) 適正な労働環境等の確保
① 適正な労働条件と雇用管理の確保、労働安全衛生の確保

○ 労働基準監督署・ハローワークの体制強化 、外国人技能実習機構の体制強化、「労働条件相談ほっと
ライン」の多言語対応（８言語対応）

○ ｢外国人労働者相談コーナー｣･｢外国人労働者向け相談ダイヤル｣における多言語対応の推進･相談体制の拡充
② 地域での安定した就労の支援
○ ハローワークにおける多言語対応の推進（11言語対応）と地域における再就職支援
○ 地域ごとの在留外国人の状況を踏まえた情報提供・相談の多言語対応、職業訓練の実施

(7) 社会保険への加入促進等
○ 法務省から厚生労働省等への情報提供等による社会保険への加入促進
○ 医療保険の適正な利用の確保（被扶養認定において原則として国内居住要件を導入､不適正事案対応等）
○ 納税義務の確実な履行の支援等の納税環境の整備

(1) 暮らしやすい地域社会づくり
① 行政・生活情報の多言語化、相談体制の整備

○ 行政・生活全般の情報提供・相談を多言語で行う一元的窓口に係る地方公共団体への支援制度の創設
（「多文化共生総合相談ワンストップセンター(仮)」（全国約100か所、11言語対応）の整備）

○ 安全・安心な生活・就労のための新たな｢生活・就労ガイドブック(仮)｣（11言語対応）の作成・普及
○ 多言語音声翻訳システムのプラットフォームの構築【８億円】と多言語音声翻訳システムの利用促進

② 地域における多文化共生の取組の促進・支援
○ 外国人材の受入れ支援や共生支援を行う受け皿機関の立ち上げ等地域における外国人材の活躍と

共生社会の実現を図るための地方公共団体の先導的な取組を地方創生推進交付金により支援
○ 外国人の支援に携わる人材･団体の育成とネットワークの構築

(2) 生活サービス環境の改善等
① 医療・保健・福祉サービスの提供環境の整備等

○ 電話通訳や多言語翻訳システムの利用促進、マニュアルの整備、地域の対策協議会の設置等により
全ての居住圏において外国人患者が安心して受診できる体制を整備

○ 地域の基幹的医療機関における医療通訳の配置・院内案内図の多言語化の支援
② 災害発生時の情報発信・支援等の充実

○ 気象庁ＨＰ、Ｊアラートの国民保護情報等を発信するプッシュ型情報発信アプリ Safety tips 等を通じた防災･
気象情報の多言語化･普及(11言語対応)、外国人にも分かりやすい情報伝達に向けた改善(地図情報､警告音等）

○ 三者間同時通訳による「119番」多言語対応と救急現場における多言語音声翻訳アプリの利用、災害時外国人
支援情報コーディネーターの養成

③ 交通安全対策､事件・事故､消費者トラブル､法律トラブル､人権問題､生活困窮相談等への対応の充実
○ 交通安全に関する広報啓発の実施、運転免許学科試験等の多言語対応
○ 「110番」や事件･事故等現場における多言語対応
○ 消費生活センター(「188番」)､法テラス､人権擁護機関(８言語対応) ､生活困窮相談窓口等の多言語対応

④ 住宅確保のための環境整備・支援
○ 賃貸人・仲介事業者向け実務対応マニュアル、外国語版の賃貸住宅標準契約書等の普及(８言語対応)
○ 外国人を含む住宅確保要配慮者の入居を拒まない賃貸住宅の登録・住宅情報提供・居住支援等の促進

⑤ 金融・通信サービスの利便性の向上
○ 金融機関における外国人の口座開設に係る環境整備、多言語対応の推進、ガイドラインの整備
○ 携帯電話の契約時の多言語対応の推進、在留カードによる本人確認が可能である旨の周知の徹底

(3) 円滑なコミュニケーションの実現
① 日本語教育の充実

○ 生活のための日本語の標準的なカリキュラム等を踏まえた日本語教育の全国展開（地域日本語教育
の総合的体制づくり支援、日本語教室空白地域の解消支援等）【６億円】

○ 多様な学習形態のニーズへの対応（多言語ICT学習教材の開発・提供､放送大学の教材やNHKの日本語
教育コンテンツの活用・多言語化、全ての都道府県における夜間中学の設置促進等）

○ 日本語教育の標準等の作成（日本版CEFR（言語のためのヨーロッパ共通参照枠））
○ 日本語教師のスキルを証明する新たな資格の整備

② 日本語教育機関の質の向上・適正な管理
○ 日本語教育機関の質の向上を図るための告示基準の厳格化（出席率や不法残留者割合等の抹消基準の

厳格化、日本語能力に係る試験の合格率等による数値基準の導入等）
○ 日本語教育機関に対する定期的な点検・報告の義務付け
○ 日本語教育機関の日本語能力に関する試験結果等の公表義務・情報開示の充実
○ 日本語教育機関に関する情報を関係機関で共有し､法務省における調査や外務省における査証審査に活用

生活者としての外国人に対する支援

総額211億円（注）

平成30年12月25日
外国人材の受入れ・共生
に関する関係閣僚会議

（注）予算額は30年度補正(２号)予算、31年度予算の措置額。このほか、関連予算として、地方創生推進交付金1,000億円の内数、（独）日本学生支援機構運営費交付金131億円の内数（留学生の就職等支援関連）、人材開発支援助成金571億円の内数（地域での安定就労支援関連）、不法滞在者対策等157億円等がある。

【３億円】

【17億円】

【34億円】

【20億円】

〔 〕
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（２）その他の法律に関する動向 

入管法以外の法律にも動きが見られた。主なものを記載する。 

 

＜外国人への日本語教育の責務を定めた日本語教育推進法案＞ 

2018年12月、超党派の国会議員で構成する「日本語教育推進議員連盟」は、外国人に対する日本語

教育施策を国の「責務」として初めて明記した「日本語教育推進法案」をまとめた。今後、国会での

審議を経て、成立を目指す方向である。 
 

 内容のポイント 

 これまで、外国人に対する日本語教育は、労働災害防止の観点から雇用対策法における事業所への努力

義務に止まっていた 

 法案が成立すれば日本語教育に実効性を持たせる初めての根拠法令となる 

 今後、市町村の責務も定められる可能性があるため、2019 年の通常国会の審議結果を注視する必要が

ある 

 「日本語教育推進法案」において記載された行政の役割 

 政府：効果的に推進するための基本方針を策定する責務 

  （所管：文部科学省（国内）・外務省（国外）） 

 地方自治体：国との役割分担を踏まえ、地域の状況に応じた施策を実施する責務 

 

 

＜外国人扶養家族の健康保険適用における国内居住要件等を定めた医療保険制度関連法＞7 

 政府は2019年２月、医療保険制度関連法改正案を閣議決定した。特に健康保険法では、現在国内居

住要件がなく、海外に住む扶養親族も利用できる。だが海外では血縁関係や扶養実態の確認が難しく、

不正利用の可能性が指摘されている。そのため本決定では、外国人の更なる増加に備えた要件の厳格

化に踏み切った。 
 

 内容のポイント 

 健康保険を使える扶養親族を、原則として国内居住者に限定 

 留学や家族の海外赴任への同行など、一時的に日本を離れている場合は例外として認める 

 国民健康保険の窓口となる自治体の調査権を強化し、留学先の学校や企業の取引先に状況報告を求め

ることを可能とする 

 公的年金加入者の配偶者が「３号被保険者」として保険料負担なしに国民年金を受け取る場合も、国内

居住が要件 

  

                                                  
 
7 東京新聞、2019年２月16日（http://www.tokyo-np.co.jp/article/politics/list/201902/CK2019021602000174.html） 
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整備を推進することを目的に、126の施策が記載されている。 

 自治体に関連する対応策として、主に以下が挙げられる。 

 多文化共生総合相談ワンストップセンター（仮称） 

行政・生活全般の情報提供・相談を多言語で行う一元的窓口で、都道府県や政令指

定都市等全国100か所の設置を目標としている。本設置にかかる費用については、設

置先の自治体が負担することとなるが、国による補助が行われる見通しである。 
 多文化共生アドバイザー 

自治体間で知見・ノウハウを共有するための仕組みである。外国人が多く集住して

いるなど、外国人対応の経験が豊富な自治体及び自治体職員を、総務省が「多文化

共生アドバイザー」として認定し、WEB上で公表する。アドバイザーへの相談を希

望する自治体は、多文化共生アドバイザーである自治体に連絡することで、電話や

訪問等により、アドバイスを受けることができる。なお、アドバイスに係る費用は

多文化共生アドバイザーである自治体が負担することとなる見通しであるが、地方

交付税で財政措置することとなった。 
 在留担当支援官（仮称） 

地方自治体からの陳情や相談の窓口として、法務省入国管理局の８地方局と３支局

に計13人を配置し、管内の自治体の取組状況の把握や効果的な事例の共有等を行う。 

 総額224億円が2018年度補正（２号）予算及び2019年度予算として計上された。 

 

図表 9 外国人材の受入れ・共生のための総合的対応策案（概要） 

  
＜出典＞法務省「外国人材の受入れ・共生の関する関係閣僚会議」資料

（http://www.moj.go.jp/hisho/seisakuhyouka/hisho04_00066.html、2019年１月31日確認） 
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（３）情報難民ゼロプロジェクト（総務省） 

住民が災害時に適切な避難行動をとるためには、国や地方自治体から発せられる迅速かつ的確な

情報発信が重要である。特に情報が届きにくい外国人や高齢者に対し、必要な情報を確実に届ける

ことを目的に、2016 年に「情報難民ゼロプロジェクト」が総務省で開始された。このプロジェクト

では、訪日外国人・在住外国人の活動シーン（国内滞在時・活動時、災害発生時等）ごとに、情報

伝達手段の現状における課題と 2020 年に目指す姿を利用者視点で整理し、2020 年までの社会実装

を見据え、アクションプランを作成している。今後は、災害に関する情報の多言語化及びアクショ

ンプランの進捗管理に取り組む予定である。 

図表 10 情報難民ゼロプロジェクトによる整理の一例①（在住外国人／避難所） 

 
＜出典＞総務省WEBサイト（http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/kokumin/jyohonanminzero/index.html 

2018年12月７日確認） 

 
  

【在住外国人】 
災害発生時／⑰避難所 

 災害時の自治体からの避難情報に基づき、在住外国人は避難所を利用することが想定される 
 在住外国人は被災地に生活基盤があるため、日本人と同様に今後の生活不安の解消に資する情報へのニーズが

高く、災害情報や避難情報を確実に伝達する必要性が高い場面と言える 

＜個人で活用可能な情報受信媒体（情報伝達手段）＞ 
 携帯電話･スマートフォン･タブレット端末（緊急速報メール、登録制メール、防災アプリ（観光庁）、SNS、行政機関HP）、 
 ラジオ（AM/FM放送）、屋外拡声子局（屋外スピーカー）（防災行政無線） 

＜現状における課題と2020年に目指す姿＞ 

現状における課題   

◯ 緊急速報メールや防災アプリを利用して緊
急地震速報を多言語で入手できたり、一部の
自治体等の登録制メールや一部の放送局（ラ
ジオ）が英語等で情報提供しているほかは、多
言語での情報提供は十分になされていない 

◯ 日本語の理解が不十分な方や日本人なら
ば経験的に理解している避難所での慣習等の
理解が不十分な方等については、避難所で情
報難民に陥る可能性がある 

2020年に目指す姿 
◯ 避難所等において、日本語と在住外国人被災者の

母国語を理解する第三者が寄り添い、避難所等に寄
せられる情報を整理して的確に伝達するとともに、在
住外国人被災者からの各種ニーズを把握して自治体
職員等へ伝達する等の役割を担う「情報コーディネー
ター（仮称）」を配置して在住外国人被災者を支援する
環境が整う 

◯ 屋外拡声子局（屋外スピーカー）からの流される情
報を在住外国人が事後的に他の情報伝達手段により
確認できる環境が整い、確認後に適切な行動をとれる
ようになる 

＜主な総務省関連施策＞ 
 情報コーディネーター（仮称）による情報伝達支援、多言語表示シートの活用促進、災害に関する情報の多言語対応 
 自主防災組織による情報伝達に係る先駆的取組支援、多文化共生事例集の作成 
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図表 11 情報難民ゼロプロジェクトによる整理の一例②（在住外国人／避難所） 

 
＜出典＞総務省WEBサイト（http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/kokumin/jyohonanminzero/index.html 

2018年12月７日確認） 

 
 

 災害時外国人支援情報コーディネーター制度 

総務省では情報難民ゼロプロジェクトの一環として、災害発生時に行政等から提供される多

くの情報と、外国人被災者の多様なニーズをマッチングする「災害時外国人支援情報コーディ

ネーター」の制度構築が必要と定めた。そのため、前述の情報難民ゼロプロジェクトにおけ

るアクションプランにおいて、以下の事項等が定められている。 

 「災害時外国人支援情報コーディネーター（仮称）制度に関する検討会」を設置し検討すること 

 平成30年に地方自治体で実施される災害訓練等の機会を活用し、制度実装に向けた課題を整理すること 

 災害時外国人支援情報コーディネーターの認定・育成を行うこと 
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（３）情報難民ゼロプロジェクト（総務省） 

住民が災害時に適切な避難行動をとるためには、国や地方自治体から発せられる迅速かつ的確な

情報発信が重要である。特に情報が届きにくい外国人や高齢者に対し、必要な情報を確実に届ける

ことを目的に、2016 年に「情報難民ゼロプロジェクト」が総務省で開始された。このプロジェクト

では、訪日外国人・在住外国人の活動シーン（国内滞在時・活動時、災害発生時等）ごとに、情報

伝達手段の現状における課題と 2020 年に目指す姿を利用者視点で整理し、2020 年までの社会実装

を見据え、アクションプランを作成している。今後は、災害に関する情報の多言語化及びアクショ

ンプランの進捗管理に取り組む予定である。 

図表 10 情報難民ゼロプロジェクトによる整理の一例①（在住外国人／避難所） 

 
＜出典＞総務省WEBサイト（http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/kokumin/jyohonanminzero/index.html 

2018年12月７日確認） 

 
  

【在住外国人】 
災害発生時／⑰避難所 アクションプラン 

施策名 

情報コー
ディネー
ター（仮
称）による
情報伝達
支援 

施策概要 

災害発生後、避難所等に寄
せられる各種災害情報を整
理した上で、外国人に対し多
言語・「やさしい日本語」によ
り適切な内容を的確に伝達
する「情報コーディネーター
（仮称）」制度を構築 

情報難民ゼロに向けて 
期待される役割 

災害発生後の避難所等におけ
る在住・訪日外国人等に対す
る円滑な情報伝達に寄与 

2020年に向けたアクションプラン 

2017 2018 2019 2020 

国、地方自治体、関係団体 研究会報告書の内容
を踏まえた情報コー（自治体国際化協会、国際
ディネーター（仮称）交流協会、NPO等）、有識者
の仕組みについて、

等の多様な構成員からなる
地方自治体で実施さ

研究会を設置し、情報コー れる災害訓練等の機
ディネーター（仮称）の仕組 会を活用して検証し、
みについて検討し、方針を 実装に向けた課題を
得る 整理する 

 
情報コーディネーター（仮称）の認定・育成 

多言語表
示シート
の活用促
進 
 

自治体国際化協会ホームページ上
で、災害時に避難所等で掲示する
文字情報を予め多言語（11言語（平
成28年９月現在））に翻訳した多言
語表示シートを提供し、市町村等に
よる外国人住民等に対する円滑な

見直しを踏まえ、多言語表示シー
トが災害時に避難所等において有
効活用されることで、外国人住民
等に対する円滑な情報提供に寄
与 

普及展開・検証 

情報コーディネー 情報コーディネーター（仮称）に
ター（仮称）による よる活用を含めた更なる普及を

 情報提供を支援。提供開始から10 活用について検 展開 
年経過し、明らかになった課題を踏 証 
まえ、28年度見直しを実施 

自主防災組
織による情
報伝達に係
る先駆的取
組支援 

自主防災組織において、外国人・高
齢者等の情報弱者を含めた地域住
民への的確な情報伝達を目指す先
駆的・先導的な取組を、実証事業を
通じて支援。 
また、それらの取組について、自主
防災組織リーダー研修会等の場を

自主防災組織において、情報弱
者への的確な情報伝達による速
やかな避難や円滑な避難所運営
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位置づけられることにより、多重的
な情報伝達経路の確保に資する 
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先駆的・先導的事業の全国展開 
通じて他の自主防災組織にも周知・
啓発し、全国的な展開を図る 

多文化共 「地域における多文化共生推進プラ 優良事例集の作成、普及を通じ、
生事例集 ン」の策定から10年を迎え、本年２ 災害時における外国人住民等へ
の作成 月に立ち上げた「多文化共生事例

集作成ワーキンググループ」におい
て、災害時における外国人住民等

の円滑な情報伝達や避難支援等
に寄与 

普及展開 

への情報提供等も対象に、様々な
分野における多文化共生の優良な
取組をまとめた事例集を作成 

25

第
１
章

第１章　外国人を取り巻く動向



 

26 
 

アクションプランに位置付けられた取組のうち、「災害時外国人支援情報コーディネーター（仮

称）制度に関する検討会」は、2017年５月から2018年３月にかけて制度構築に向けた議論が行わ

れ、2018年３月に報告書が取りまとめられた。この報告書のポイントは以下のとおりである。 

 災害時外国人支援情報コーディネーターは都道府県及び政令指定都市単位での配置が望ましい 

 都道府県レベルにおいて情報コーディネーターが配置される場合、その役割は行政等からの情報と外

国人被災者のニーズとのマッチングを行うことに加え、市区町村におけるマッチングが円滑に行われる

よう支援することである。これは、近年被災地域が複数の市区町村に跨るような広範囲にわたる災害が

多く発生している一方、行政規模の小さな市区町村において常に災害時外国人支援情報コーディネー

ターの配置が可能となる体制を整備することは難しいと考えられるためである 

 災害時外国人支援情報コーディネーターについては、地方自治体の地域防災計画等にその位置づけが

規定されていることが望ましい 

なお、コーディネーター育成のための研修は2018年度に第１回目がスタートし、2020年までに

各都道府県に２名以上、全国で100人以上を目標として総務省国際室が育成にあたる予定となっ

ている。 

 

図表 12 災害時外国人支援情報コーディネーターの役割 

 
＜出典＞総務省WEBサイト（http://www.soumu.go.jp/main_sosiki/kenkyu/saigaiji_gaikoku/index.html 

2018年12月７日確認）  

  

 

図３－２ 情報コーディネーターの役割（イメージ）
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3. 全国自治体の取組 
国だけでなく、全国の自治体においても多文化共生に向けた取組が加速している。主だった取組

を記載する。 

（１）横浜市 －介護人材確保に向けた海外都市及び学校との覚書締結－ 

 ベトナム３都市・５学校と介護人材受入れに関する覚書締結（2018 年７月） 

団塊の世代が75歳を迎える2025年には、市内で約8,500人の介護人材が不足すると見込まれ

ており、市では介護人材の不足を大きな課題として認識している。その解決の一手段として、

海外からの介護人材受入れを推進するため、留学生や技能実習生等について、ベトナムの３

都市（ホーチミン市、ダナン市、フエ省）や５つの大学及び職業訓練校と、介護分野におけ

る覚書を締結した。 
覚書に基づき、基本的な日本語が理解できる日本語能力試験の目安である「N4レベル」8の留

学生を対象に受入れを行い、日本語学校通学費や住居借上げ費を補助する。市としては、今

後も留学生や技能実習生の受入れに取り組むとともに、ベトナム以外の国からの受入れにつ

いても検討を進める方針である。 

図表 13 横浜市とベトナム３都市・５学校との連携協力のイメージ 

 
＜出典＞横浜市WEBサイト 

（http://www.city.yokohama.jp/ne/news/press/201807/images/phpiev2af.pdf、2018年12月７日確認） 

 

  

                                                  
 
8 日本語能力試験とは、日本語を母語としない人の日本語能力を測定し認定する試験として、国際交流基金と日本国

際教育協会が1984年に開始したもの。この試験における認定レベルがN1からN5まであり、N1が最もやさしく、N5が

最も難しい。 

多摩・島しょ地域においても介護人材の不足は深刻な課題だが、基礎自治体単位で外国人の介護人

材の確保を行うことは難しいと感じる自治体も多いと推測される。横浜市の取組は、海外都市及び

教育機関との覚書締結を通じて、対象となる外国人材の暮らしやすさを向上させながら、市内の介

護人材確保に向けた仕組みづくりが実現できている点で、参考となる事例である。 

参考となるポイント 
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（２）港区 －AIを活用した外国人向け情報発信の効率化に向けた取組－ 

 多言語 AI チャットによる外国人向け情報発信 

AIを活用し、チャット形式で、外国人が生活する上で生じる疑問や生活に関する行政情報の

問合せに、英語及び「やさしい日本語」9で自動回答するサービスを2019年１月から開始して

いる。利用者は、Facebookメッセンジャーを通じ、24時間365日、来庁せずに、今、知りたい

キーワードを入力するだけでダイレクトに必要な情報を英語及び「やさしい日本語」で得る

ことができる。 防災、ごみの捨て方、教育・子育て、国際・文化、医療・病院、各種手続き

（税金・保険・年金）、観光、町会の情報を提供している。 

図表 14 港区の多言語 AI チャットによる外国人向け情報発信のイメージ 

 
＜出典＞2018年７月10日付港区区長記者発表資料 

（http://www.city.minato.tokyo.jp/houdou/kuse/koho/houdouhappyou/documents/20180710-4aikatuyou.pdf 

2018年12月７日確認） 

 

 AI を活用した区 HP 自動翻訳の実証実験 

区HPは、自動翻訳機能を利用して４か国語に対応しているが、行政特有の言葉や、比喩表現

などの日本語の特徴的な文章構造により、翻訳が難しいケースがある。そこで、特に利用頻

度の高い英語の翻訳精度を高めるため、産官学連携により、全国初の「行政向け AI 翻訳シ

ステム」の開発と実用化に向けた実証実験を2018年７月から行っている。 

 
  

                                                  
 
9 普通の日本語よりも簡単で、外国人に対してわかりやすい日本語のこと。 

今後基礎自治体においても、AIの活用が広がっていくことが予想される。多言語対応をはじめとし

た多文化共生施策に関しては、市町村の事務職員による多言語対応には限界があること等から、AI

の活用が有効な分野と言える。港区の取組は、今後AIを活用した多文化共生施策を検討する際に参

考となる事例である。 

参考となるポイント 
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（３）台東区 －増加するイスラーム教観光客をターゲットとした受入環境の整備－ 

 ハラール認証取得助成事業 

台東区では、近年、インドネシアやマレーシア等のムスリムを主体とする国からの旅行者が

急増し、今後もさらなる増加が予想されることから、早急にムスリム旅行者の受入環境を整

備することが必要と認識している。そのため、ハラール10認証を取得する台東区内の飲食店

等に対して、認証取得費用の一部を助成することにより、増加するムスリム旅行者への「食

のおもてなし」を実施している。助成金額は助成対象経費の２分の１以内、上限10万円であ

る。 

 ムスリム対応サポート 

ハラールを含むムスリム対応を検討している区内飲食店、観光施設、観光関連団体等に対し、

専門的知識を有するアドバイザーを派遣し、ムスリム対応やハラール認証取得等に関するサ

ポートを行っている。 

 

 

 

 

 

 

                                                  
 
10 イスラーム法において合法なもののことをハラールといい、非合法なもののことをハラームという。 

基礎自治体単位で、イスラーム教観光客の受入環境整備を実施している例は少ない。しかし、東京

2020大会を控えた多摩・島しょ地域は、今後台東区のような取組を実施することで、イスラーム教

観光客を受け入れる民間事業所の負担を軽減し、地域における観光効果を最大化することが可能と

なると考えられる。 

参考となるポイント 
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（２）港区 －AIを活用した外国人向け情報発信の効率化に向けた取組－ 
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第２節 東京都の動向 

 本節では、東京都に関する動向を紹介する。 
 

1. 東京都を取り巻く状況 
外国人住民は日本全国で増加しているが、とりわけ東京都は都道府県別で外国人人口が最も多く、

外国人比率も最も高い。 

 
図表 15 都道府県別の在留外国人及び外国人比率（上位３位） 

順位 都道府県 外国人人口 外国人比率 

１位 東京都 537,502人 3.9％ 

２位 愛知県 242,978人 3.2％ 

３位 大阪府 228,474人 2.6％ 

＜出典＞法務省「在留外国人統計」（2017年12月末時点）、 

総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（2018年１月１日時点） 

※ 外国人比率は、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（2018年

１月１日時点）に基づく各都道府県の人口総数を外国人人口で除して計算。 

 
 
 また、都内の教育機関に所属する外国人留学生も最も多く、日本全体の約４割を占めている。 
 

図表 16 出身国（地域）別高等教育機関の留学生数の推移（全国） 

 
＜出典＞東京都産業労働局「グラフィック 東京の産業と雇用就業 2018」（2018年３月） 

  

教育,学習支援業
東 京 の 産 業－教 育 , 学 習 支 援 業

1

3

5

2

4

6

事業所数、従業者数はともに近年増加

高等教育機関への進学率は上昇傾向

幅広い業態の教育 ,学習支援業が集積

大学・大学院等が集積

都内の外国人留学生は全国の約４割を占める

教養 , 技能教授業の売上高は全国で最も多い

資料 総務省「事業所・企業統計調査」、「経済センサス－基礎調査」
 総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」

注 18 歳人口は３年前の中学校卒業者及び中等教育学校前期課程修了者数。高等教育機
関進学率は大学、短期大学、高専４年等在学者及び専修学校（専門課程）入学者の
合計を 18 歳人口で割った値。過年度高卒者等を含む。

資料 文部科学省「学校基本調査」

注 義務教育学校は、小学校から中学校までの義務教育を一貫して行うもの。中等教育
学校は、一つの学校として、一体的に中高一貫教育を行うもの。

資料 文部科学省「学校基本調査」

注 各年５月１日現在。2013 年までは日本語教育機関以外の在籍者数。2014 年より日
本語教育機関とそれ以外の教育機関の在籍者数を合計した数値。2017 年の上位６
位を掲載。

資料 （独）日本学生支援機構「外国人留学生在籍状況調査」

注 主業の年間売上高。上位５位まで。
資料 経済産業省「特定サービス産業実態調査」
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(1)都民の多文化共生に関する意識 

東京都が実施した「都民生活に関する世論調査」（2018 年 11 月）から、都民の多文化共生に関す

る意識について、主なポイントを記載する。11 

なお、本調査では図表 17 のとおりエリアが分類されている。市町村部は４エリアに分類されて

いる。 

 
図表 17 東京都「都民生活に関する世論調査」におけるエリア分類 

（多摩・島しょ地域該当部分を一部抜粋） 

 
＜出典＞東京都生活文化局「都民生活に関する世論調査」（2018年11月） 

  

                                                  
 
11 エリアごとの分析においては、全体平均と比べ、統計的に有意差のあるものを中心に触れている。また、誤差を考

慮し、nが50未満のものについては触れていない場合が多い。   
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第２節 東京都の動向 

 本節では、東京都に関する動向を紹介する。 
 

1. 東京都を取り巻く状況 
外国人住民は日本全国で増加しているが、とりわけ東京都は都道府県別で外国人人口が最も多く、

外国人比率も最も高い。 

 
図表 15 都道府県別の在留外国人及び外国人比率（上位３位） 

順位 都道府県 外国人人口 外国人比率 

１位 東京都 537,502人 3.9％ 

２位 愛知県 242,978人 3.2％ 

３位 大阪府 228,474人 2.6％ 

＜出典＞法務省「在留外国人統計」（2017年12月末時点）、 

総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（2018年１月１日時点） 

※ 外国人比率は、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数」（2018年

１月１日時点）に基づく各都道府県の人口総数を外国人人口で除して計算。 

 
 
 また、都内の教育機関に所属する外国人留学生も最も多く、日本全体の約４割を占めている。 
 

図表 16 出身国（地域）別高等教育機関の留学生数の推移（全国） 

 
＜出典＞東京都産業労働局「グラフィック 東京の産業と雇用就業 2018」（2018年３月） 

  

⑤

※ 層（エリア）

〔区 部〕

センター・コア・エリア 千代田・中央・港・新宿・文京・台東・墨田・江東・渋谷・豊島・

荒川区

区部東部・北部エリア 北・板橋・足立・葛飾・江戸川区

区部西部・南部エリア 品川・目黒・大田・世田谷・中野・杉並・練馬区

〔市町村部〕

多摩東部エリア 武蔵野・三鷹・調布・小金井・小平・東村山・国分寺・狛江・

清瀬・東久留米・西東京市

多摩中央部北エリア 立川・昭島・福生・東大和・武蔵村山・羽村市、瑞穂町

多摩中央部南エリア 八王子・府中・町田・日野・国立・多摩・稲城市

多摩西部・島しょエリア 青梅・あきる野市、日の出町、檜原村、奥多摩・大島町、

利島・新島・神津島・三宅・御蔵島村、八丈町、青ヶ島・小笠原村

（注）上記、世論調査における つのエリアは、東京構想 の つのエリアを基に、従前の世論調査との

継続性を考慮して、行政区域単位に便宜上、区分した。

多摩西部エリア

多摩中央部南エリア 区部西部・南部エリア 臨海エリア

区部東部・北部エリア

センター・コア・エリア

多摩東部エリア

多摩中央部北エリア

島しょエリア
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 「多文化共生」の認知度 

市町村計では、多文化共生という言葉を聞いた経験の有無について、「はい」は 35.4％、

「いいえ」は64.6％となった。多摩西部・島しょエリアでは、83.7％が「いいえ」と回答し

ており、都内で最も「いいえ」と回答した割合が高い。 

図表 18 「多文化共生」を聞いたことがあるか（エリア別）

 
＜出典＞東京都生活文化局「都民生活に関する世論調査」（2018年11月） 

※ 図表内赤枠は筆者記入 

 

 外国人との現在の関わり方 

外国人との関わりについて聞いたところ、「関わりがなかった」と回答した割合は、市町村

計では55.2％であった。区部計は45.4％であり、区部に比べて市町村部の住民の方が、外国

人との関わりが少ないことがわかった。なお、市町村部において「関わりがなかった」と回

答した割合が高かったのは、多摩中央部南の56.7％である。 

図表 19 外国人との関わり（エリア別） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

＜出典＞東京都生活文化局「都民生活に関する世論調査」（2018年11月） 

※ 図表内赤枠は筆者記入  
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 外国人との今後の関わり方 

市町村部では、「関わりたい」が11.8％、「どちらかといえば関わりたい」が30.1％、「ど

ちらかといえば関わりたくない」が20.8％、「関わりたくない」が10.0％となった。「関わ

りたい（計）」は多摩東部では44.5％、多摩中央部北では43.4％、多摩中央部南では40.7％

であり、都内では区部西部・南部に次いで２・３・４番目に高い割合となっている。 

図表 20 外国人との今後の関わり方（エリア別） 

＜出典＞東京都生活文化局「都民生活に関する世論調査」（2018年11月） 

※ 図表内赤枠は筆者記入 

 

また、具体的な関わり方について希望を尋ねた結果では、「地域活動（お祭りなどの行事や

町会・自治会活動）に一緒に参加したい」は多摩中央部南で36.4％と多く挙げられた。 

図表 21 希望する外国人との具体的な関わり方（エリア別） 

＜出典＞東京都生活文化局「都民生活に関する世論調査」（2018年11月） 

※ 図表内赤枠は筆者記入  

 

32 
 

 「多文化共生」の認知度 

市町村計では、多文化共生という言葉を聞いた経験の有無について、「はい」は 35.4％、

「いいえ」は64.6％となった。多摩西部・島しょエリアでは、83.7％が「いいえ」と回答し

ており、都内で最も「いいえ」と回答した割合が高い。 

図表 18 「多文化共生」を聞いたことがあるか（エリア別）

 
＜出典＞東京都生活文化局「都民生活に関する世論調査」（2018年11月） 

※ 図表内赤枠は筆者記入 
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外国人との関わりについて聞いたところ、「関わりがなかった」と回答した割合は、市町村
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＜出典＞東京都生活文化局「都民生活に関する世論調査」（2018年11月） 

※ 図表内赤枠は筆者記入  

33

第
１
章

第１章　外国人を取り巻く動向



 

34 
 

 外国人が増えることについての考え 

外国人が増えることについて尋ねた結果では、「良いことだと思う（計）」は多摩中央部北

で最も高い69.7％が回答している。 

図表 22 外国人が増えることについての考え（エリア別） 

＜出典＞東京都生活文化局「都民生活に関する世論調査」（2018年11月） 

※ 図表内赤枠は筆者記入 

  

 最近結婚して夫と暮らすようになったら、それぞれの持つ生活習慣や考え方の違いに驚く場面がたくさんありまし
た。洗濯は外干しがいいとか部屋干しがいいとか、ご飯の水加減は硬めがいいとか柔らかめがいいとか。ひとつひとつ
は些細なことですが、時には正直「なんで？」と思うようなこともあります。それは夫も同じなのでしょう。 
 とはいえ、できればお互いに気持ちよく生きていきたいので、その「なんで？」は解きほぐしていくことが必要だと感じて
います。 
 そういった意味では「結婚」は一種の「多文化共生」といえるのかもしれません。どちらも、お互いの考え方、感じ方
の背景を考慮しながら、現状での最適解を一緒に考えていくということなのかなと思いました。 

【ＷＧ委員コラム】 「結婚」も一種の「多文化共生」？ 
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 行政に求めること 

「多文化共生の社会づくりに向けて、行政はどのようなことに力を入れるべきか」という設

問では、市町村部、区部ともに「外国人に対して日本の生活ルールや習慣、文化の違いなど

を周知する」が最も多く回答された。エリア別に見ると、「日本人と外国人との交流の場を

つくる」及び「外国人に対する医療・保健・福祉などの生活支援を行う」の２項目は、いず

れも多摩中央部北で最も多く挙げられている。 

図表 23 多文化共生の社会づくりに向けて行政に求めること（エリア別） 

＜出典＞東京都生活文化局「都民生活に関する世論調査」（2018年11月） 

※ 図表内赤枠は筆者記入 

  

 普段何の気なく利⽤している駅でも、気がついて⾒ると、外国⼈旅⾏者と思われる⼈を⾒かけることがありました。 
 大きな袋を持って、あのお店でお土産買うんだ…と目に入りながらも、友⼈と話しをしながらサッと通り過ぎました。
改札を出て振り返ると、案内板を⾒て何か探している様⼦です。そっか、ここが声を掛ける場面なんだ。と思っても改
札を出てしまったあとでした。 
 外国⼈旅⾏者（旅⾏者に限らず）を⾒かけた時の⼼構えと、あと一歩の勇気。常に持ち歩いていれば、意外と
その場面はあるのかもしれないと思った場面でした。 

【ＷＧ委員コラム】 あと一歩の勇気 
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(2)自治体において多文化共生施策を展開する上で留意すべき外国人の意見 

東京都国際交流委員会は、今後より一層情報提供を充実させるために、「東京都在住外国人向け

情報伝達に関するヒアリング調査」（2018 年３月）12を実施した。この調査結果から、自治体におけ

る多文化共生施策を展開する上で留意すべき外国人の意見として、主なポイントを記載する。なお、

調査結果では、東京都在住又は在勤の外国人 100 名に対し実施されたヒアリング調査及びグループ

インタビュー調査の結果が整理されている。 

 
＜在住外国人の困りごと＞ 

在住外国人がこれまで困ったと感じた事柄について聞き取った結果である。 
 

 役所の手続きについて 

最も多く挙げられたのは「申請書の書き方」（14名）である。「日本語をうまく書けず、と

ても時間がかかった。英語表記がまったくないのに驚いた」（アメリカ）など、日本語を書

く上での問題や、外国語の案内不足を指摘する声が多く挙げられた。 

他にも、「氏名の表記ルールが区によって違うのに戸惑った。たとえば区によっては在留カー

ドと同じ英語での記入が必要だが、別の区ではカタカナや漢字などの日本語表記が必要と言

われた」（台湾）など、外国人ならではの手続きの煩雑さを指摘する声が複数挙がった。 

 医療について 

最も多く挙げられたのは「病状の伝え方、医師の説明」（40名）である。「『しくしく痛い』

『ちくちく痛い』など、病状を説明する言葉が難しい」（ペルー）など、医療特有の言葉の

難しさを訴える声が多く挙がった。 
また、「健康保険への加入方法」（６名）に関する回答も挙げられた。「加入方法がわから

ず、ネットで調べたら『入らなくてもいい』と書いてあった。役所に行った際、窓口の人に

も聞かれたが『入らなくて大丈夫』と答えた。結局未加入のままになっている」（台湾）と

いう声も見受けられた。 

 地域のルールについて 

最も多く回答が集まったのは「ゴミの分別方法」（22名）である。日本の細かい分別ルール

に戸惑いを感じた回答が多く挙げられた。また、「粗大ゴミの出し方が昔わからなかった」

（エチオピア）など、粗大ゴミに関する回答も複数挙げられた。 
その他として、「マンションに張り出されている掲示物がすべて日本語なので、何が書いて

あるかわからないことがある」（インド）といった回答が挙げられた。 

 教育・子育てについて 

最も多く挙げられたのは「保育園・幼稚園の入園方法」（17名）である。「保育園の入園方

法やその仕組みが難しい」（パキスタン）など、保育園・幼稚園の入園システムについて理

解できていない回答が多く見受けられた。 

  

                                                  
 
12 調査結果は東京都国際交流委員会WEBサイト（https://www.tokyo-icc.jp/about/results.html）に掲載されている

（2019年１月17日確認） 
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＜災害知識・備え＞ 
在住外国人の防災意識、また知識の普及についての現状に関する聞き取り結果である。 
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図表 24 災害への不安（属性別集計結果） 

 
＜出典＞東京都国際交流委員会「東京都在住外国人向け情報伝達に関するヒアリング調査」（2018年３月） 

※ 図表内赤枠は筆者記入 
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＜情報発信について＞ 

在住外国人が、現在どのように情報を収集しているのか、また今後東京都を始めとする公的機関に

どのような情報発信を期待するか、といった事項に関する聞き取り結果である。 
 

 メディア活用状況 

生活情報の収集にどのようなメディアを活用しているか、という問いに対して、半数以上の

55名が「日本の公的機関のメディア」を参考にしていると回答した。 

「その他」として、「日本語の勉強に、YouTubeをよく使う」（スウェーデン）、「YouTube

で日本や自国のニュースを見る」（バングラデシュ）など、情報収集のためにYouTubeを活用

するという声が、主に20代以下の回答者から挙げられた。 

 希望する情報発信媒体 

図表25のように、東京都等の公的機関に期待する情報発信手段は、全体では「ウェブサイト」

が最も多く、約半数の回答が集まった。 

「社会人」の層は「ウェブサイト」や「スマホアプリ」などデジタル媒体での情報発信を望

む回答者が多かった。一方、「家族あり（日本人含む）」「子育て中」の層は「チラシ・冊

子などの紙媒体」を望む回答者が多かった。 

図表 25 希望する情報発信媒体（属性別集計結果） 

 
＜出典＞東京都国際交流委員会「東京都在住外国人向け情報伝達に関するヒアリング調査」（2018年３月） 

※ 図表内赤枠は筆者記入 

 

 希望する紙媒体の配布先 

紙媒体を受け取る場合の配布先についての質問には、利用頻度の高い「駅」を希望する回答

が最多（64名）となった。次いで「役所」（41名）、「学校」（41名）、「コンビニ」（34

名）、「空港」（26名）、「母国の人が集まる場所」（24名）、「図書館」（22名）、「教

会・寺院」（20名）などが挙げられた。 

 希望する情報発信言語 

情報発信において希望する言語は、「やさしい日本語」（76名）が最も多く挙げられた。「ひ

らがなはわかるが、カタカナは忘れやすい。カタカナの上にもふりがなを振ってほしい」（マ

レーシア）など、漢字・カタカナのふりがなへの要望が複数挙げられた。 
その次に多く回答が集まったのは「英語」（68名）であった。  
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2. 東京都の取組 
東京都は各分野において様々な取組を行っている。本節では、文献調査及び東京都生活文化局へ

のインタビューをもとに、１年目報告書において詳しく紹介できなかった取組や、本調査研究のテー

マに関連した取組を中心に記載する。 

 

（１）東京都多文化共生推進指針の策定 

2016 年２月、「日本人と外国人が共に東京の発展に向けて参加・活躍する」という考えに基づき

「東京都多文化共生推進指針～世界をリードするグローバル都市へ～」（以下「指針」という。）を

策定した。３つの施策目標の１つ目に、「日本人と外国人が共に活躍できる環境の整備」を挙げてい

ることが特徴である。また、指針により、全庁的な取組加速に向けた気運を醸成している。 

 

（２）主な取組内容 

＜多文化共生全般＞ 

 都内区市町村及び関係団体の情報交換機会創出（生活文化局） 

年に１度、都内区市町村及び、国際交流協会や日本語教室等の関係団体等を集めた連携推進

会議を開催している。東京都による取組内容の紹介や参加者同士の情報交換を通じて、外国

人を取り巻く各団体の関係づくりを支援している。 

＜防災分野＞ 

 「外国人のための防災訓練」の実施（生活文化局） 

毎年「外国人のための防災訓練」を実施している。都内在住の外国人に対し、体験を通じて

防災知識を普及啓発し、災害への備えと心構えを呼びかけること、また「東京都防災（語学）

ボランティア」のスキルアップや、関係諸機関と東京都との連携強化を目的としている。2019

年１月16日に実施した訓練においては、避難所体験や炊き出し訓練等を実施し、外国人が発

災時に支援をする側として活躍するための情報提供を行ったほか、参加者には防災グッズを

進呈した。 

図表 26 発災時に近くにいる人ができる応急救護の様子（2018 年度訓練時） 

 
＜出典＞東京都生活文化局WEBサイト

（http://www.seikatubunka.metro.tokyo.jp/chiiki_tabunka/tabunka/tabunkasuishin/0000000154.html、 

2019年1月29日確認） 
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＜留学生支援分野＞ 
 外国人留学生向け講習（青少年・治安対策本部） 

外国人留学生が犯罪に巻き込まれず、日本の法律を遵守した適正な生活を送ることを目的と

した出張型の啓発講習を無料で実施している。講習では、在留カードの携帯義務、資格外活

動の時間制限や基本的な交通ルール等を紹介しており、日本語のほか、中国語、韓国語、英

語、ベトナム語でも実施可能である。 

 外国人留学生のための交流フェスタ（青少年・治安対策本部） 

独立行政法人日本学生支援機構、警視庁及び東京都の三者は、東京2020大会に向け、外国人

留学生が日本の法律を遵守し適正な生活が送れるよう滞在支援を実施していくことを目的

とした協定を締結し、毎年、東京国際交流館において、「外国人留学生のための交流フェス

タ」を開催している。 

＜産業分野＞ 

 中小企業の外国人材受入支援事業（産業労働局） 

中小企業に対する外国人の採用や就職などに関するノウハウ等の提供や相互理解・マッチン

グの促進を目的に、中小企業・留学生等外国人・教育機関向けセミナー等を開催している。

また、WEBサイト「東京で働こう」による情報発信も行っている。「東京で働こう」では外国

人材が活躍している事例等を、動画や写真を織り交ぜながら紹介している。 

図表 27  WEB サイト「東京で働こう」トップページ 

 
＜出典＞東京都産業労働局「東京で働こう」（http://www.tdh.metro.tokyo.jp/、2018年11月28日確認） 

＜観光分野＞ 

 外国人旅行者の受入環境の充実（産業労働局） 

東京を訪れる外国人旅行者が安心かつ快適に観光を楽しめるよう、旅行者の移動・滞在を支

える基盤や旅行者を迎え入れる滞在環境を整備するとともに、観光事業者のサービスレベル

の向上を図る取組を支援し、観光消費の拡大を図っている。例えば都内の飲食店が多言語の

メニューを簡単に作成でき、外国人旅行者が外国語メニューを置く飲食店を検索できる機能

を備えたWEBサイト「EAT 東京」を運営している。この「EAT東京」では、外国語11言語12種

類で対応している。 
また、ムスリムをはじめとする多様な文化・習慣を持つ旅行者向けの飲食メニュー開発等を

検討している事業者等に対して、セミナーの開催や専門家の派遣等をすることで、受入環境

整備を支援する取組を行っている。  
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 「EAT 東京」及び「多言語コールセンター」の運営（産業労働局） 

外国人旅行者へのおもてなしの一環として、飲食店が簡単に多言語のメニューを作成できる

とともに、外国人旅行者が外国語メニューを置く飲食店を検索できる２つの機能を備えた

WEBサイト「EAT東京」を開設している。 

飲食店向けの機能では、外国語12種類の言語で、アレルギーや宗教等への配慮事項を記載した

メニューの作成や、外国人受入れに関するコラムによる情報収集が可能となっている。また、

メニュー表記の多言語化がなされている東京都内の飲食店向けに「多言語コールセンター」

を開設している。対象の飲食店は、電話通訳サービス及び翻訳サービスを無料で24時間利用

することが可能となっている。 

 

図表 28 EAT 東京の画面 

 

＜出典＞EAT東京（http://www.menu-tokyo.jp/menu/#homeConts、2018年12月７日確認） 
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＜産業分野＞ 

 中小企業の外国人材受入支援事業（産業労働局） 

中小企業に対する外国人の採用や就職などに関するノウハウ等の提供や相互理解・マッチン

グの促進を目的に、中小企業・留学生等外国人・教育機関向けセミナー等を開催している。

また、WEBサイト「東京で働こう」による情報発信も行っている。「東京で働こう」では外国

人材が活躍している事例等を、動画や写真を織り交ぜながら紹介している。 

図表 27  WEB サイト「東京で働こう」トップページ 

 
＜出典＞東京都産業労働局「東京で働こう」（http://www.tdh.metro.tokyo.jp/、2018年11月28日確認） 

＜観光分野＞ 

 外国人旅行者の受入環境の充実（産業労働局） 

東京を訪れる外国人旅行者が安心かつ快適に観光を楽しめるよう、旅行者の移動・滞在を支

える基盤や旅行者を迎え入れる滞在環境を整備するとともに、観光事業者のサービスレベル

の向上を図る取組を支援し、観光消費の拡大を図っている。例えば都内の飲食店が多言語の

メニューを簡単に作成でき、外国人旅行者が外国語メニューを置く飲食店を検索できる機能

を備えたWEBサイト「EAT 東京」を運営している。この「EAT東京」では、外国語11言語12種

類で対応している。 
また、ムスリムをはじめとする多様な文化・習慣を持つ旅行者向けの飲食メニュー開発等を

検討している事業者等に対して、セミナーの開催や専門家の派遣等をすることで、受入環境

整備を支援する取組を行っている。  

41

第
１
章

第１章　外国人を取り巻く動向



 

42 
 

＜福祉分野＞ 

 外国人技能実習制度に基づく外国人介護実習生の受入支援事業（福祉保健局） 

外国人技能実習制度に介護職種が追加されたことを受け、東京都では2018年度から「外国人

技能実習制度に基づく外国人介護実習生の受入支援事業」を開始した。事業内容としては、

外国人技能実習制度に基づく外国人実習生を受け入れる介護保険施設等に対し、介護技能や

日本語学習等に関する経費の一部を補助している。開発途上地域等への技能、技術又は知識

の移転による国際協力を推進するとともに、外国人技能実習生の介護職種としての技能等の

修得が円滑に実施されることにより、受入施設の利用者等と適切にコミュニケーションが取

れる能力を確保し介護サービスの質を担保することを目的として実施されている。 

 介護福祉士資格取得を目指す外国人留学生に奨学金を給付する介護施設等に対する支援等

（福祉保健局） 

2018年度、在留資格「介護」の創設に伴い外国人材の増加が見込まれるため、介護施設等に

ヒアリングを実施した。その結果、外国人介護従事者に関する制度や枠組みの知識不足や、

外国人材を受け入れたことによる学費や生活費などに対する負担、想定外の問題発生等が見

られた。そのため、介護施設等が外国人介護従事者を円滑に受け入れられるよう、介護福祉

士資格の取得を目指す外国人留学生に、介護施設等が支給する奨学金の３分の１を補助する

事業を2019年度から開始する予定である。 

また、補助事業と合わせ、外国人介護従事者の受入れ時に必要な制度、法律に関する知識等

を提供するセミナーや、外国人介護従事者に対する指導のポイント等についての研修会の実

施を開始する。セミナーでは、既に外国人を受け入れている介護施設等を招き、メリットや

課題等を共有する機会を創出することも検討されている。 
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第３節 多摩・島しょ地域自治体の動向 

 本節では、多摩・島しょ地域自治体における多文化共生に関する動向として、主な取組について触

れる。 
 
＜外国人住民への教育支援＞ 

 「日本語が母語でない子どもたち・保護者のための高校進学・進路ガイドブック」作成 

（府中市） 

2018年４月、府中国際交流サロンボランティアや東京外国語大学インターンシップ生と協働

で「日本語が母語でない子どもたち・保護者のための高校進学・進路ガイドブック」を作成

した。主な高校進学の制度や在京外国人生徒対象入試等について紹介している。 

図表 29 府中市の「日本語が母語でない子どもたち・保護者のための 

高校進学・進路ガイドブック」（一部抜粋） 

 
＜出典＞府中市WEBサイト

（https://www.city.fuchu.tokyo.jp/bunka/bunka/kokusaikoryu/seikatsujoho/seikatsu/yasashiibenricho/hyosi.

html、2018年12月10日確認） 
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＜外国人住民への就労支援＞ 

 外国人市民向けの日本で働くための就職支援講座を開催（東村山市） 

東村山市「多文化共生推進プラン」に基づき、2018年10月に「日本で働くための講座～履歴

書の書き方、面接のマナー～」を開催した。対象を、就職を望んでいる外国人市民に限定し

た講座は市として初めての取組となる。講座では、人材教育の専門家から、日本企業が外国

人に求めることや日本式マナー等について紹介し、ワークを通して実践しながら就職にあた

っての知識を学んだ。 

 

＜外国人住民のための庁舎環境整備＞ 

 総合窓口課に「テレビ電話多言語通訳サービス」を導入（福生市） 

福生市は、外国人住民比率が多摩地域で最も高く、かつ増加傾向にあるため、市役所での手

続き等の説明に苦慮することも多い。その解決策として2019年２月に「テレビ電話多言語通

訳サービス」を導入した。このサービスでは、タブレットを通じてコールセンターにアクセ

スすると通訳が応答し、来庁した外国人住民と職員との間で対面の三者通話が可能になる。

タブレットは総合窓口課に１台設置し、市役所１階フロア部署を中心に運用している。最大

12か国語で対応が可能であり、導入により、窓口対応時間の短縮、意思疎通の不足による手

続きの誤り・漏れ等の防止効果が期待できる。 

図表 30 福生市の「テレビ電話多言語通訳サービス」利用イメージ 

 
＜出典＞2018年11月28日付福生市定例記者会見資料

（http://www.city.fussa.tokyo.jp/municipal/press/conference/1008165.html、2018年12月10日確認） 

 

＜日本人住民への普及啓発＞ 

 「知ってみルーマニア」を開催（武蔵野市） 

東京2020大会をさらに盛り上げるためのイベント第１弾として「知ってみルーマニア」と題

し、ルーマニアの美しい景観の写真展と、ミニ講座「ルーマニアワインの魅力と食文化」を

2018年10・11月に開催した。市がルーマニアのホストタウンになっていることから実施した

もの。今後もシリーズとして開催していく予定である。  
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＜外国人観光客受入れ環境整備＞ 

 外国人観光客受入れのための指タッチコミュニケーションシートを作成（青梅市） 

今後増加が見込まれる外国人観光客と円滑なコミュニケーションを図るため、市内飲食店及

び宿泊施設向けの指タッチコミュニケーションシートを2018年４月に作成した。シートは日

本語・英語・ドイツ語の３か国語が併記されており、注文時や会計時等に指さしだけでコミュ

ニケーションを図ることができる内容となっている。 

図表 31 青梅市の外国人観光客受入れのための指タッチコミュニケーションシート（一部抜粋） 

 
＜出典＞一般社団法人青梅市観光協会WEBサイト（http://www.omekanko.gr.jp/pamphlet/pamphlet.php 

2018年12月７日確認） 

 

 「外国人観光客の接客に役立つ３つのツール」配付（町田市） 

町田市はラグビーワールドカップ2019及び東京2020大会に向けて、町田商工会議所、町田市

観光コンベンション協会と連携し、外国人観光客受入れ体制の強化に取り組んでいる。この

取組の一環として、町田商工会議所が作成した「外国人観光客の接客に役立つ３つのツール」

の配付を、2018年10月から開始した。 

図表 32 町田市が配布する「外国人観光客の接客に役立つ３つのツール」 

 
＜出典＞2018年９月28日付町田市プレスリリース資料

（https://www.city.machida.tokyo.jp/shisei/koho/faxrelease/2018/201809.files/180928.pdf 

2018年12月10日確認） 
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プレスリリース［2018 年 9 月 28 日］                 （計 1 枚） 

 

外国人観光客おもてなしのための 

「接客に役立つ３つのツール」を配布します 

 

市では、ラグビーワールドカップ 2019、東京 2020 オリンピック・パラリンピッ

クに向けて、町田商工会議所、町田市観光コンベンション協会と連携し、外国人観

光客の受け入れ態勢の強化に取り組んでいます。 

この取組の一環として、町田商工会議所が作成した「外国人観光客の接客に役立

つ３つのツール」の配布を 10 月 1 日から開始します。 

このツールは、市内の飲食店や小売店、サービス業等が外国人観光客のおもてな

しに活用することを想定して作られたもので、観光まちづくり課のほか、町田商工

会議所、町田市観光コンベンション協会で配布します。 

 

外国人観光客の接客に役立つ３つのツール 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※記者 BOX 内の「接客に役立つ３つのツール」を合わせてご覧ください。 

 

 

 

■ 本件に関するお問い合わせ先 

経済観光部観光まちづくり課 課長 中村 TEL042-724-2128 

 

町田市広報課 TEL 042-724-2101 

 

町田市                         Press Release 

外国人接客時の心

構えや注意点、実用

的な英会話集など

を掲載したマニュ

アル 

 

指で指し示しなが

ら接客するための

会話事例を掲載し

たクリアファイル

【英語・韓国語・中

国語（簡体字・繁体

字）】 

店頭に貼ることで、

外国人観光客を歓

迎していること、外

国語での対応が可

能であることを示

すステッカー 

私は外国語が話せないので、このシートの文と単語を示して会話をしてください。
I cannot speak your language so let's converse by pointing at the phrases and words on this sheet.
Ich verstehe leider keine Fremdsprachen. Bitte zeigen Sie mir zur Verständigung das Zutreffende auf diesem Blatt.

Point and Touch Communication SheetPoint and Touch Communication Sheet
Fingertipp-KommunikationsbogenFingertipp-Kommunikationsbogen

日
英
独

Japanese
Japanisch
English
Englisch

German

Deutsch

コミュニケーションシートコミュニケーションシート
welcome to OME!

飲食編飲食編 何名様でしょうか？
How many people ?
Wie viele Personen ?

ご予約は頂いてますか？
Do you have a reservation?
Haben Sie reserviert ?

タバコは吸いますか？
Do you smoke ?
Rauchen Sie ?

少々お待ちください。
Please wait a moment.
Ich bitte um etwas Geduld.

宿泊はいくらですか？
I cannot eat ○○.
○○ kann ich nicht essen.

私は○○○が食べられません。 ○○○は入っていますか？
Does it contain ○○○ ?
Enthält das ○○○?

どうやって食べるのですか？
How do I eat this ?
Wie isst man das ?

おすすめメニューは何ですか？
What do you recommend ?
Was können Sie mir empfehlen?

今満席です。
We are full now.
Im Moment sind alle Tische besetzt.

料理の注文は○○時までです。
You can order food until ○○.
Bestellschluss für Speisen ist um ○○  Uhr.

ご注文はお決まりですか？
Are you ready to order ?
Haben Sie sich entschieden?

ご注文の品は全てそろいましたか？
Have you received everything you ordered?
Haben Sie alles bekommen?

スタッフ Staff Personal

○○○をください。
I would like to have ○○, please.
Ich hätte gerne ○○.

注文したものが来ません。
I have not received my order yet.
Meine Bestellung ist noch nicht gekommen.

注文したものと違うものが来ました。
I received something different from what I ordered.
Ich habe etwas anderes bekommen als ich bestellt habe.

お客様 Customer Gast

タッチ

食べられないもの（食材）はありますか？

お支払いは（現金・カード）ですか？
Will you be paying by cash or card?
Zahlen Sie (in bar/mit Karte)?

このカードは使えません。
This card is not valid.
Diese Karte ist nicht verwendbar.

お会計は（レジ・テーブル）でお願いします。
Please pay at your table/the cash register.
Bitte zahlen Sie (an der Kasse/am Tisch).

メニュー スプーン 箸 小皿

グラス 温かい料理 冷たい料理 生もの 焼き物

揚げ物 煮物 刺身 スープ 水

飲み物 アルコール

調味料 売り切れ 禁煙 喫煙 暑い

寒い トイレ wifi 清算

大盛り 小盛り ベジタリアン

Menu Knife & folk Spoon Chopsticks Small plates

Glass

Menü StäbchenLöffel

Non-smoking
Nichtraucher

Smoking
Raucher

Hot
Heiß

Kleine TellerMesser & Gabel

Glas

Cold
Kalt

Toilet
Toilette

Wi-Fi
WiFi

Pay
Abrechnung

Hot dishes
Warme Speisen

Cold dishes
Kalte Speisen

Raw dishes
Rohe Speisen

Pottery
Gebratenes

Beverage
Getränke

Alcohol
Alkohol

Large serving
Große Portion

Seasoning
Würzmittel

Sold out
Nicht mehr
verfügbar

Small serving
Kleine Portion

Vegetarian
Vegetarisch

Fried food
Frittiertes

Simmered dishes
Gekochtes

Sashimi
Sashimi

Soup
Suppe

Water
Wasser

ナイフとフォーク

領収書
Receipt

Quittung

Other

1 2 3 4 5 6 7 90 8

魚類 野菜類 果物類

Meat Seafood Vegetables Fruits 

Hour
Stunde

Minute
Minute

Card
Karte

Cash
Bargeld

Yen
Kreis

Sign
Unterschrift

馬肉

Horse
Pferd

ブドウ

Grapes
Trauben

カニ

Crab
Krebs

そば大豆

Soy
Sojabohnen

Fleisch Meeres
früchte

Gemüse Früchte Andere

豚肉

イカ

オレンジ

小麦

Pork
Schwein

Squid
Tintenfisch

Orange
Orange

Wheat
Weizen

鶏肉

エビ

バナナ

Chicken
Huhn

Shrimp
Garnelen

Banana
Banane

そば

Soba
Soba

魚

キノコ類

柿

Fish
Fisch

Mushrooms
Pilze

 Persimmon
Kaki

牛肉

タコ

リンゴ

乳製品

Beef
Rind

Octopus
Oktopus

Apple
Apfel

Dairy products
Milchprodukte

貝

山菜類

卵

Shellfish
Muscheln

Wild vegetables
Wildgemüse

Egg
Eier

鹿肉

野菜

ゆず

Venison
Hirsch

Vegetables
Gemüse

Yuzu
Yuzu

分 現金 円 サイン時 カード

肉類 その他

海藻類

Seaweed
Algen

Food and Beverage
Speisen und Getränke

German

Is there anything that you cannot eat ?
Gibt es Dinge (Zutaten), die Sie nicht essen können?
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